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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】熱ホール効果に関する情報を取得することが可
能な装置を提供する。
【解決手段】熱ホール効果情報取得装置１００は、試料
１に対して光を照射し試料１を加熱する加熱部と、試料
に１おいて加熱部によって加熱されかつ磁石７によって
磁場が印加された領域または磁化した領域の温度分布を
検知する検知部３０と、検知部３０によって検知された
温度分布に基づいて、領域における熱ホール効果に関す
る情報を取得する取得部５０とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　試料に対して光を照射し当該試料を加熱する加熱部と、
　前記試料において前記加熱部によって加熱されかつ磁場が印加された領域または磁化し
た領域の温度分布を検知する検知部と、
　前記検知部によって検知された温度分布に基づいて、前記領域における熱ホール効果に
関する情報を取得する取得部と
を備える熱ホール効果情報取得装置。
【請求項２】
　前記試料に対向して設けられ、前記領域に前記磁場を印加する磁場印加部を備える
ことを特徴とする請求項１記載の熱ホール効果情報取得装置。
【請求項３】
　前記磁場印加部は、前記磁場の向きを変更可能である
ことを特徴とする請求項２記載の熱ホール効果情報取得装置。
【請求項４】
　前記取得部は、前記領域における熱ホール係数を算出する
ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項記載の熱ホール効果情報取得装置。
【請求項５】
　前記試料を支持する支持面を有する支持体を有し、
　前記支持面は、前記試料における前記領域と対向する位置において当該試料から離間す
る離間部を有する
ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項記載の熱ホール効果情報取得装置。
【請求項６】
　前記加熱部は、前記領域に対して斜めに光を照射する
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項記載の熱ホール効果情報取得装置。
【請求項７】
　前記検知部は、前記領域に対して前記加熱部が光を照射する側から当該領域の温度分布
を検知する
ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項記載の熱ホール効果情報取得装置。
【請求項８】
　試料に対して斜めに光を照射し当該試料を周期加熱する光照射部と、
　前記試料が配置される空間に磁場を形成し、かつ当該磁場の向きを第１の向きと当該第
１の向きとは反対の第２の向きで変更可能な磁場形成部と、
　前記試料において前記加熱部によって加熱された領域の温度分布を検知する温度検知部
と、
　前記磁場形成部が前記第１の向きで前記磁場を形成して前記温度検知部によって検知さ
れた第１の温度分布と、当該磁場形成部が前記第２の向きで当該磁場を形成して当該温度
検知部によって検知された第２の温度分布とに基づいて、前記領域における熱ホール係数
を算出する係数算出部と
を備える熱ホール係数計測装置。
【請求項９】
　試料に対して光を照射し当該試料を加熱するステップと、
　前記試料において光により加熱されかつ磁場が印加された領域または磁化した領域の温
度分布を検知するステップと、
　前記温度分布に基づいて、前記領域における熱ホール効果に関する情報を取得するステ
ップと
を備える熱ホール効果情報取得方法。
【請求項１０】
　コンピュータに、
　試料において光により加熱されかつ磁場が印加された領域または磁化した領域の温度分
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布を検知する機能と、
　前記温度分布に基づいて、前記領域における熱ホール効果に関する情報を取得する機能
と
を実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱ホール効果情報取得装置、熱ホール係数計測装置、熱ホール効果情報取得
方法、およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、繊維を含む複合材料に対して光を照射し複合材料を加熱する加熱部と
、複合材料において加熱部によって加熱された領域の温度分布を検知する検知部と、検知
部によって検知された温度分布に基づいて、複合材料における繊維の含有率に関する情報
を取得する取得部とを備える含有率情報取得装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１９－１７８９７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、熱流と磁場もしくは磁化の外積方向に温度勾配が生じる現象である熱ホール
効果（Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｈａｌｌ　Ｅｆｆｅｃｔ、ＴＨＥ、またはＲｉｇｈｉ&#8211;Ｌ
ｅｄｕｃ　Ｅｆｆｅｃｔとも呼ばれる）が知られている。そして、熱ホール効果を利用し
た、例えば排熱デバイスや熱制御機器の開発が期待されている。これらデバイスの開発に
おいては、熱ホール効果を検証するために、熱ホール効果に関する情報を取得する新たな
装置が求められることがあった。
【０００５】
　本明細書に開示される技術は、熱ホール効果に関する情報を取得することが可能な装置
などを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　かかる目的のもと、本明細書に開示される技術は、試料に対して光を照射し当該試料を
加熱する加熱部と、前記試料において前記加熱部によって加熱されかつ磁場が印加された
領域または磁化した領域の温度分布を検知する検知部と、前記検知部によって検知された
温度分布に基づいて、前記領域における熱ホール効果に関する情報を取得する取得部とを
備える熱ホール効果情報取得装置である。
　ここで、前記試料に対向して設けられ、前記領域に前記磁場を印加する磁場印加部を備
えるとよい。
　また、前記磁場印加部は、前記磁場の向きを変更可能であるとよい。
　また、前記取得部は、前記領域における熱ホール係数を算出するとよい。
　また、前記試料を支持する支持面を有する支持体を有し、前記支持面は、前記試料にお
ける前記領域と対向する位置において当該試料から離間する離間部を有するとよい。
　また、前記加熱部は、前記領域に対して斜めに光を照射するとよい。
　また、前記検知部は、前記領域に対して前記加熱部が光を照射する側から当該領域の温
度分布を検知するとよい。
【０００７】
　他の観点から捉えると、本明細書に開示される技術は、試料に対して斜めに光を照射し
当該試料を周期加熱する光照射部と、前記試料が配置される空間に磁場を形成し、かつ当
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該磁場の向きを第１の向きと当該第１の向きとは反対の第２の向きで変更可能な磁場形成
部と、前記試料において前記加熱部によって加熱された領域の温度分布を検知する温度検
知部と、前記磁場形成部が前記第１の向きで前記磁場を形成して前記温度検知部によって
検知された第１の温度分布と、当該磁場形成部が前記第２の向きで当該磁場を形成して当
該温度検知部によって検知された第２の温度分布とに基づいて、前記領域における熱ホー
ル係数を算出する係数算出部とを備える熱ホール係数計測装置である。
【０００８】
　他の観点から捉えると、本明細書に開示される技術は、試料に対して光を照射し当該試
料を加熱するステップと、前記試料において光により加熱されかつ磁場が印加された領域
または磁化した領域の温度分布を検知するステップと、前記温度分布に基づいて、前記領
域における熱ホール効果に関する情報を取得するステップとを備える熱ホール効果情報取
得方法である。
【０００９】
　他の観点から捉えると、本明細書に開示される技術は、コンピュータに、試料において
光により加熱されかつ磁場が印加された領域または磁化した領域の温度分布を検知する機
能と、前記温度分布に基づいて、前記領域における熱ホール効果に関する情報を取得する
機能とを実行させるプログラムである。
【発明の効果】
【００１０】
　本明細書に開示される技術によれば、熱ホール効果に関する情報を取得することが可能
な装置などを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施の形態に係る熱ホール効果計測装置を示す概略構成図である。
【図２】コンピュータの機能構成図である。
【図３】熱ホール効果計測装置における測定試料周辺の構成を示す図である。
【図４】測定試料における温度変化を示す模式図である。
【図５】測定試料における温度分布の模式図である。
【図６】熱ホール効果計測装置の動作を説明するフローチャートである。
【図７】通常熱拡散熱流についての測定結果を示す。
【図８】熱ホール効果についての測定結果を示す。
【図９】コンピュータのハードウェア構成例を示した図である。
【図１０】測定試料の光照射領域の変形例を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、添付図面を参照して、本実施の形態について詳細に説明する。
＜熱ホール効果計測装置１００の構成＞
　図１は、本実施の形態に係る熱ホール効果計測装置１００を示す概略構成図である。
　まず、図１を参照して、本実施の形態が適用される熱ホール効果計測装置１００の構成
を説明する。
　図１に示すように、本実施の形態が適用される熱ホール効果計測装置１００は、板状に
形成された測定試料１を支持する支持台３と、磁場を形成する磁石７と、加熱用光源とし
て機能するレーザ１０と、レーザ１０を制御するレーザドライバ２０と、測定試料１に対
向して設けられる赤外線サーモグラフィ（ロックインサーモグラフィ）３０と、赤外線サ
ーモグラフィ３０からの信号を受けるコンピュータ５０と、周期的信号を発生させレーザ
１０および赤外線サーモグラフィ３０へと出力する周期的信号発生器７０とを備える。
【００１３】
　このように構成された熱ホール効果計測装置１００においては、レーザ１０から出射さ
れたレーザ光が、測定試料１に周期的に照射される。この測定試料１においては、レーザ
光が照射される箇所（領域）が周期的に加熱される。すなわち、測定試料１の表面におけ
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る特定の領域が、スポット周期加熱される。付言すると、レーザ１０の照射により、測定
試料１の面内方向に沿う熱流が形成される。
【００１４】
　また、レーザ１０のレーザ光により周期的に加熱された測定試料１の温度は、赤外線サ
ーモグラフィ３０によって測定される。なお、赤外線サーモグラフィ３０は、レーザ１０
によりスポット周期加熱される領域を含む予め定めた範囲を、赤外線画像として撮像（測
定）する。この赤外線サーモグラフィ３０には、周期的信号発生器７０から周期的信号が
入力される。また、赤外線サーモグラフィ３０で測定された温度のデータである温度分布
データは、周期的信号とともにコンピュータ５０へと出力される。
【００１５】
　コンピュータ５０は、赤外線サーモグラフィ３０とあわせて、所定間隔のフレームレー
トに基づいて、赤外線画像の取り込みと演算とを連続的に実行し、レーザによる周期加熱
と同期して変化する温度変化をフーリエ解析により抜き出した画像を作成する（ロックイ
ン方式）。さらに説明をすると、赤外線サーモグラフィ３０で得られたデータがコンピュ
ータ５０により演算処理され、試料１における熱ホール係数（詳細は後述）を算出する。
【００１６】
　なお、以下の説明においては、図１における図中左側から右側に向かう向きを＋ｘ方向
反対向きを－ｘ方向ということがある。また、図１における図中下側から上側に向かう向
きを＋ｚ方向、反対向きを－ｚ方向ということがある。また、図１における紙面手前側か
ら奥側に向かう向きを＋ｙ方向、反対向きを－ｙ方向ということがある。
【００１７】
＜コンピュータ５０の機能構成＞
　図２は、コンピュータ５０の機能構成図である。
　次に、図１および図２を参照して、本実施の形態が適用されるコンピュータ５０の機能
構成を説明する。
　図２に示すように、本実施の形態が適用されるコンピュータ５０は、赤外線サーモグラ
フィ３０（図１参照）から入力される温度分布データおよび周期的信号を取得するデータ
取得部５１と、データ取得部５１によって取得された温度分布データおよび周期的信号に
基づいて温度変化の強度分布である温度振幅を算出する振幅分布算出部５２と、データ取
得部５１によって取得された温度分布データおよび周期的信号に基づいて位相差の分布を
算出する位相分布算出部５３と、データ取得部５１によって取得された温度分布データお
よび周期的信号に基づいて新たに温度分布を算出する温度分布算出部５４と、算出された
振幅および位相差に基づいて熱ホール係数（後述）を算出する熱ホール係数算出部５５と
、算出された熱ホール係数の算出結果などを液晶ディスプレイ（不図示）に表示する算出
結果表示部５６とを備える。
【００１８】
　本実施の形態のコンピュータ５０は、赤外線サーモグラフィ３０により検出された測定
試料１（図１参照）の温度分布に基づいて、測定試料１における熱ホール係数（後述）を
算出する。さらに説明をすると、コンピュータ５０は、測定試料１の温度分布の変化の振
幅および応答の遅れ、そして温度変化の磁場もしくは磁化依存性に基づいて、測定試料１
における熱ホール効果による温度情報と、熱ホール効果ではない通常の熱拡散による温度
情報とを分離する処理を行う。
【００１９】
　なお、振幅分布算出部５２は、後述する式（９）および式（１０）に基づいて温度振幅
を算出する。すなわち、振幅分布算出部５２は、通常の熱拡散による温度振幅と、熱ホー
ル効果よる温度振幅とを算出する。また、位相分布算出部５３は、後述する式（１１）お
よび式（１２）に基づいて位相差を算出する。すなわち、位相分布算出部５３は、通常の
熱拡散による位相差と、熱ホール効果による位相差とを算出する。また、温度分布算出部
５４は、振幅分布算出部５２が算出する温度振幅に基づいて、温度分布を算出する。すな
わち、温度分布算出部５４は、通常の熱拡散による温度分布と、熱ホール効果による温度
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分布とを算出（推定）する。
【００２０】
　また、熱ホール係数算出部５５は、温度分布算出部５４が算出する通常の熱拡散による
温度分布に基づいて、熱ホール係数ＲＴＨＥ（後述する式（１）参照）を仮定した場合の
熱ホール効果によって生じた温度分布を算出する。そして、熱ホール係数算出部５５は、
算出された温度分布と、温度分布算出部５４によって得られた熱ホール効果による温度分
布とを比較することで、熱ホール係数を算出する。
【００２１】
＜測定試料１周辺の構成＞
　図３は、熱ホール効果計測装置１００における測定試料１周辺の構成を示す図である。
　次に、図３を参照して、測定試料１の構成および熱ホール効果計測装置１００における
測定試料１周辺の構成を説明する。
【００２２】
　まず、測定試料１の構成について説明をする。図３に示すように、測定試料１は、平板
状の部材である。測定試料１の材質は、特に限定されないが、例えばビスマスなどの多結
晶の金属材料で構成される。測定試料１は、レーザ１０によってレーザ光が照射される側
、すなわち図中上側の面である上面１１と、レーザ１０によってレーザ光が照射される側
とは反対側、すなわち図中下側の面である下面１３とを有する。なお、上面１１は、赤外
線サーモグラフィ３０と対向する面である。付言すると、赤外線サーモグラフィ３０は、
測定試料１の上面１１における熱分布を測定する。
【００２３】
　次に、熱ホール効果計測装置１００における測定試料１周辺の構成を説明する。図３に
示すように、支持台３は、測定試料１が搭載される板部材である搭載板３１と、搭載板３
１を支持する支持脚３３とを有する。ここで、搭載板３１は板面中央に開口３５が形成さ
れている。この開口３５は、測定試料１におけるレーザ光が照射される光照射領域ＨＡと
、ｚ方向に見て重なる位置にある。言い替えると、測定試料１の光照射領域ＨＡと重なる
位置となる下面１３の板面中央部は、開口３５が形成されていることにより搭載板３１か
ら離間している。すなわち、搭載板３１の開口３５により、測定試料１から搭載板３１に
熱が伝達されることが抑制される。
【００２４】
　磁石７は、搭載板３１を挟んで測定試料１とは反対側に位置する。さらに説明をすると
、磁石７は、開口３５と対向する位置に設けられている。図示の例においては、磁石７は
、硬質磁性材料（永久磁石）である。図示の磁石７は直方体状であり、測定試料１と対向
する側（図中上側）がＮ極７１、測定試料１と反対側（図中下側）がＳ極７３である。こ
の向きに配置された磁石７は、測定試料１が配置される空間において＋ｚ方向の磁場を形
成する。
【００２５】
　さて、磁石７は、上下の向きを変更可能である。この向きの変更により、磁石７が生じ
させる磁場が＋ｚ方向と－ｚ方向とで切り替わる。さらに説明をすると、本実施の形態に
おいては、磁石７の配置を変更することで、磁場の向きを反転させながら、熱ホール効果
の測定を行う。
【００２６】
　レーザ１０は、測定試料１の上面１１に対して斜めにレーザ光が入射するよう配置され
ている。図示の例においては、レーザ１０の照射方向ＡＮは、上面１１の法線方向ＮＭと
入射角θをなす。上面１１に対してレーザ光が斜めに入射することによって、測定試料１
に楕円形状の光照射領域ＨＡが形成される。なお、光照射領域ＨＡは、例えば光強度が最
大強度となる加熱中心ＨＰと所定の関係の光強度（例えば加熱中心ＨＰの１/ｅ２）とな
る領域である。この光照射領域ＨＡは、非円形であることから、回転方向に対して非対称
な二次元の温度場を形成する。
【００２７】
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＜測定原理＞
　図４は、測定試料１における温度変化を示す模式図である。
　次に、図３および図４を参照しながら、本実施の形態における熱ホール効果の測定原理
を説明する。以下では、まず熱ホール効果について説明をしたのち、本実施の形態におけ
る熱ホール効果の測定原理について詳細に説明する。
【００２８】
　まず、熱ホール効果は、熱流の非相反応答として磁化または磁場環境下において見られ
る現象である。この熱ホール効果においては、測定試料１に印加した熱流と磁場（磁化）
の両方向に対して垂直方向の熱流が生じる。この熱流による温度勾配の大きさは、熱流お
よび磁場（磁化）の大きさに比例し、その比例係数は物質種に依存する。以下では、磁場
に依存した熱ホール効果について記述するが、各式における磁場を磁化に置き換えれば、
磁化に依存した熱ホール効果に対しても同様の測定方法を適用できる。ここで、熱ホール
効果は、式（１）で表される。
【００２９】

【数１】

【００３０】
　ＲＴＨＥは熱ホール係数であり、ＨＺは磁場であり、Λは単位磁場強さにおける熱流歪
曲の割合である。
【００３１】
　ここで、従来、熱ホール効果の計測は、熱電対や抵抗温度計を用いた接触式による定常
法で行われていた。これらの手法においては、例えば試料と温度計との間において熱損失
が生じ、測定の信頼性が低下することがあった。そこで、本実施の形態においては、レー
ザ１０によって測定試料１を周期加熱しながら赤外線サーモグラフィ３０を用いて計測す
ることで、非接触な２次元温度分布の計測を行う。
【００３２】
　さらに説明をすると、本実施の形態においては、図４（ａ）に示すように、レーザ１０
によって測定試料１の周期加熱を周期ｆで行う。このことにより、測定試料１の光照射領
域ＨＡは、周期的に温度上昇を繰り返す。
【００３３】
　ここで、図４（ｂ）に示すように、磁場を＋ｚ方向すなわち＋Ｈとした場合において、
測定試料１の所定の位置で、熱ホール効果による温度変化が観察されるものとする。この
熱ホール効果による温度変化は、レーザ１０による周期加熱と同期する。一方で、図４（
ｃ）に示すように、磁場を－ｚ方向すなわち－Ｈとすると、所定の位置における熱ホール
効果による温度変化が符号反転し、図４（ｂ）に示すように磁場を＋ｚ方向すなわち＋Ｈ
とした場合と比べて周期的に変化する温度変化の位相が１８０°変化する。
【００３４】
　ここで、測定試料１をレーザで周期加熱したとき、複素温度波Ｔは、レーザ周期加熱成
分とそれに伴う熱ホール効果成分の合成波として，式（２）のように表される。
【００３５】

【数２】

【００３６】
　ここで、Ｔｎｏｒｍａlはレーザ周期加熱によって生じた複素温度波であり、ＴＴＨＥ

は熱ホール効果によって生じた複素温度波であり、角周波数をwとし、レーザ加熱によっ
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果によって生じた温度振幅をＡＴＨＥとし、その位相差をφＴＨＥとすると、式（３）お
よび式（４）のように表される。
【００３７】
【数３】

【００３８】
【数４】

【００３９】
　式（２）に式（３）および式（４）を代入すると、式（５）が得られる。
【００４０】

【数５】

【００４１】
　ここで、ｔ＝０のとき、式（６）となる。
【００４２】
【数６】

【００４３】
　ここで、測定試料１にＮ極を対向させた場合の複素温度波と、測定試料１にＳ極を対向
させた場合の複素温度波は、式（６）より式（７）および式（８）となる。
【００４４】
【数７】

【００４５】
【数８】

【００４６】
　式（７）および式（８）を変形すると、式（９）乃至式（１１）となる。
【００４７】

【数９】

【００４８】

【数１０】

【００４９】
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【数１１】

【００５０】
【数１２】

【００５１】
　上記のように、本実施の形態においては、熱ホール効果による温度情報と、レーザ加熱
によって生じた温度情報、すなわち通常熱拡散による温度情報とを分離することが可能と
なる。さらに説明をすると、測定試料１に印加している磁場分極を反転させると、熱ホー
ル効果で誘導された温度分布の符号は反転するが、通常熱拡散現象の温度分布は変化しな
い。このことから、本実施の形態においては、向きが異なる磁場分極方向で測定された結
果を比較し、熱ホール効果で誘導された温度情報のみを取得可能とした。
【００５２】
　図５は、測定試料１における温度分布の模式図である。さらに説明をすると、図５（ａ
）は磁場をかけない場合、図５（ｂ）は＋ｚ方向（紙面の奥から手前向き）の磁場をかけ
た場合、図５（ｃ）は－ｚ方向（紙面の手前から奥向き）の磁場をかけた場合における測
定試料１の表面温度分布を示す。また、図５（ｄ）は、レーザ加熱の影響を除いた熱ホー
ル効果による測定試料１の表面温度分布を示す。
【００５３】
　次に、図３および図５を参照しながら、測定試料１において熱ホール効果により生じる
温度分布について説明をする。
　まず、図５（ａ）に示すように、磁場をかけない場合、すなわち熱ホール効果が生じな
い場合においては、レーザ１０の楕円照射により、測定試料１に長軸がｘ方向に沿う楕円
上の表面温度分布が形成される。
【００５４】
　そして、図５（ｂ）に示すように＋ｚ方向の磁場（第１磁場）をかけた場合、熱ホール
効果が生じる。すなわち、測定試料１の表面温度分布に、熱ホール効果による熱流成分に
よる変化が含まれる。その結果、表面温度分布が回転する。この回転の向きは、熱ホール
係数が負のときには、図５（ｂ）に示すように＋ψ方向である。
【００５５】
　また、図５（ｃ）に示すように－ｚ方向の磁場（第２磁場）をかけた場合においても、
熱ホール効果が生じ、表面温度分布が回転する。この回転の向きは、図５（ｃ）に示すよ
うに、－ψ方向である。すなわち、－ｚ方向に磁場をかけた場合においては、図５（ｂ）
に示すように＋ｚ方向の磁場をかけた場合とは反対向きに、表面温度分布が回転する。
【００５６】
　ここで、上記の測定原理により、レーザ加熱の影響を取り除くと、図５（ｄ）に示すよ
うに、熱ホール効果による温度変化が得られる。すなわち、熱ホール効果による発熱現象
および吸熱現象が観察される。図５（ｄ）においては、発熱現象が起こる領域ＡＨと、吸
熱現象が起こる吸熱領域ＡＬとが各々２つずつ形成される。さらに説明をすると、周方向
において領域ＡＨおよび吸熱領域ＡＬが交互に並ぶ、所謂四葉型が形成される。
【００５７】
＜動作＞
　図６は、熱ホール効果計測装置１００（図１参照）の動作を説明するフローチャートで
ある。
　次に、図１、図２および図６を参照して、本実施の形態における熱ホール効果計測装置
１００の動作を説明する。
【００５８】
　まず、磁石７のＮ極７１を測定試料１と対向させ、＋ｚ方向の磁場をかける第１磁場に
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設定する（Ｓ６０１）。そして、この第１磁場で第１測定を行う（Ｓ６０２）。すなわち
、レーザ１０が測定試料１の上面１１をスポット周期加熱し、赤外線サーモグラフィ３０
が温度分布を測定する。
【００５９】
　次に、磁石７のＳ極７３を測定試料１と対向させ、－ｚ方向に磁場をかける第２磁場に
設定する（Ｓ６０３）。そして、第２磁場で第２測定を行う（ステップ６０４）。すなわ
ち、レーザ１０が測定試料１の上面１１をスポット周期加熱し、赤外線サーモグラフィ３
０が温度分布を測定する。
【００６０】
　次に、第１測定および第２測定で測定される温度分布から、振幅分布算出部５２が振幅
の分布を算出する（ステップ６０５）。また、第１測定および第２測定で測定される温度
分布から、位相分布算出部５３が位相分布を算出する（ステップ６０６）。
【００６１】
　そして、算出された振幅の分布および位相分布に基づき、温度分布算出部５４が熱ホー
ル効果による温度分布を算出する（ステップ６０７）。また、算出された振幅分布および
位相分布に基づき、熱ホール係数算出部５５が熱ホール係数を算出する（ステップ６０７
）。
【００６２】
　そして、算出結果表示部５６が、上記算出結果である振幅分布、位相分布、温度分布、
熱ホール係数をコンピュータ５０の液晶ディスプレイ（不図示）などに表示する（ステッ
プ６０９）。
【００６３】
＜測定結果＞
　図７は、通常熱拡散熱流についての測定結果を示す。さらに説明をすると、図７（ａ）
は上記式（１０）で示す温度振幅Ａｎｏｒｍａｌの分布を示し、図７（ｂ）は上記式（１
２）で示す位相差φｎｏｒｍａｌ（－１８０°＜φｎｏｒｍａｌ＜０°）の分布を示し、
図７（ｃ）は通常熱拡散熱流による温度変化の実数成分の分布Ａｎｏｒｍａｌｃｏｓφｎ

ｏｒｍａｌを示す。
【００６４】
　図８は、熱ホール効果についての測定結果を示す。さらに説明をすると、図８（ａ）は
上記式（９）で示す温度振幅ＡＴＨＥの分布を示し、図８（ｂ）は上記式（１１）で示す
位相差φＴＨＥ（－１８０°＜φｎｏｒｍａｌ＜０°）の分布を示し、図８（ｃ）は熱ホ
ール効果による温度変化の実数成分の分布ＡＴＨＥｃｏｓφＴＨＥを示す。
【００６５】
　なお、図７および図８に示す各グラフは、測定試料１の中心から５×５ｍｍ２の範囲で
計測されている。また、各グラフの測定条件は、周波数が１２．５Ｈｚ、入射角が２６ｄ
ｅｇ、磁場強さが４１５ｍＴである。
【００６６】
　次に、図１、図３、図７および図８を参照して、測定試料１を用いた測定結果を説明す
る。以下では実験条件を説明した後に、測定結果について詳細に説明をする。
　まず、実験条件を説明する。測定試料１は、アーク溶解により作製した多結晶ビスマス
を寸法１０×１０×１ｍｍ３に切断したものである。また、測定試料１においては、放射
率向上およびレーザ光の波長における吸収率を向上させるため、表面にグラファイトをス
プレーで塗布し、黒化処理を行った。レーザ１０は、ファイバを増幅媒体とする青色ファ
イバーレーザー（４４５ｎｍ、ＢｒｉｘＸ（登録商標）４４５‐２５００ＨＰ、Ｏｍｉｃ
ｒｏｎ）を用いた。ビーム径１．５ｍｍであり、測定試料１に対して入射角θは、１３、
２６ｄｅｇとした。
【００６７】
　支持台３は、厚さ１ｍｍのアルミ板で形成し、開口３５は直径１２ｍｍとした。磁石７
は、寸法２０×２０×２０ｍｍ３のネオジム磁石単体であり、Ｈａｌｂａｃｈ配列化する
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ことで磁束密度を強化した磁石を用いた。磁場強さは、測定試料１の上面１１において２
８６ｍＴ、４１５ｍＴであった。測定周波数は、０．７８５、１．５６、３．１２５、６
．２５、１２．５、２５、５０Ｈｚとした．そして、赤外線サーモグラフィ３０（Ｈ９０
００、ＩｎｆｒａＴｅｃ）によって、レーザ光と同期した周波数でロックイン信号として
データを取得した。
【００６８】
　次に、測定試料１の測定結果について説明をする。まず、図７（ａ）に示すように、測
定試料１は、最大４０００ｍＫ程度の振幅で、楕円状に周期加熱されていることが確認さ
れた。また、図７（ｂ）に示すように、加熱中心から楕円状に熱拡散していく様子が確認
された。さらに、図７（ａ）および図７（ｂ）の結果から、図７（ｃ）に示すような楕円
状の温度分布Ａｎｏｒｍａｌｃｏｓφｎｏｒｍａｌが算出された。
【００６９】
　また、図８（ａ）に示すように、熱ホール効果による温度振幅は、四方に分割された分
布が確認された。また、図８（ｂ）に示すように、位相は４隅で各々１８０°反転してい
ることが確認され、発熱現象と吸熱現象とが観察された。さらに、図８（ａ）および図８
（ｂ）の結果から、図８（ｃ）に示すような温度情報が得られ、上記図５（ｄ）で説明し
た通り、四葉型の温度分布ＡＴＨＥｃｏｓφＴＨＥが算出された。付言すると、図８（ａ
）乃至図８（ｃ）は、熱ホール効果の可視化の一例である。
【００７０】
　さて、図７（ｃ）で測定された温度分布Ａｎｏｒｍａｌｃｏｓφｎｏｒｍａｌを用いて
、熱ホール係数ＲＴＨＥをシミュレーションで仮定した場合の温度分布ＡＴＨＥｃｏｓφ

ＴＨＥについての計算を行うと、－０．０２７Ｔ－１とした場合において、図８（ｃ）の
温度分布ＡＴＨＥｃｏｓφＴＨＥとよく一致した。この－０．０２７Ｔ－１の値は、室温
のビスマスの熱ホール係数の文献値（－０．０２～－０．０３Ｔ－１程度）と、符号およ
び値ともに類似した結果となった。すなわち、本実施の形態における測定手法の妥当性が
実験的に確認された。
【００７１】
　上記の通り、熱ホール効果計測装置１００においては、測定試料１における小さな領域
で熱ホール効果を評価することが可能となる。また、熱ホール効果計測装置１００による
測定においては、従来法よりも測定試料１の大きさや形状についての自由度が高い。また
、熱ホール効果計測装置１００においては、測定試料１を破壊せずに測定を行うことが可
能である。ここで、熱ホール効果計測装置１００は、非接触で計測を行うことにより、計
測にともない測定試料１の温度分布を乱すことが抑制される。
【００７２】
＜コンピュータ５０のハードウェア構成＞
　図９は、コンピュータ５０のハードウェア構成例を示した図である。
　図９に示すように、コンピュータ５０は、演算手段であるＣＰＵ（Central Processing
 Unit）５０１と、記憶手段であるメインメモリ５０３およびＨＤＤ（Hard Disk Drive）
５０５とを備える。ここで、ＣＰＵ５０１は、ＯＳ（Operating System）やアプリケーシ
ョンソフトウェア等の各種プログラムを実行する。また、メインメモリ５０３は、各種プ
ログラムやその実行に用いるデータ等を記憶する記憶領域である。ＨＤＤ５０５は、各種
プログラムに対する入力データや各種プログラムからの出力データ等を記憶する記憶領域
である。そして、コンピュータ５０が備えるこれらの構成部材により、上記図２などで説
明した各機能構成が実行される。
【００７３】
　なお、コンピュータ５０は、赤外線サーモグラフィ３０など外部との通信を行うための
通信インターフェイス（通信Ｉ／Ｆ）５０７を備えている。また、ＣＰＵ５０１が実行す
るプログラム（例えば、上記熱ホール係数を算出するプログラム）は、予めメインメモリ
５０３に記憶させておく形態の他、例えばＣＤ－ＲＯＭ等の記憶媒体に格納してＣＰＵ５
０１に提供したり、あるいは、ネットワーク（不図示）を介してＣＰＵ５０１に提供した
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りすることも可能である。
【００７４】
＜光照射領域ＨＡの変形例＞
　図１０は、測定試料１の光照射領域ＨＡの変形例を説明する図である。
　次に、図１０を参照しながら、測定試料１の光照射領域ＨＡの変形例について説明をす
る。
　上記の実施の形態においては、測定試料１の上面１１に形成される光照射領域ＨＡを楕
円形とすることを説明したが、光照射領域ＨＡが真円形以外の形状であればこれに限定さ
れない。
【００７５】
　例えば、図１０（ａ）に示すように、マイクロレンズアレイなど周知のビーム成型技術
を用いることにより、光照射領域ＨＡ１が直線状、すなわち略長方形状に形成されてもよ
い。また、図１０（ｂ）に示すように、光照射領域ＨＡ２が十字状、すなわち２つの略長
方形状が交差する形状に形成されてもよい。また、図１０（ｃ）に示すように、光照射領
域ＨＡ３が卍字状、すなわち先端が屈曲した十字状に形成されてもよい。
【００７６】
＜他の変形例＞
　上記の実施の形態においては、測定試料１の上面１１に対してレーザ光を斜めに入射さ
せることを説明したが、これに限定されない。すなわち、光照射領域ＨＡが円形でなけれ
ば、測定試料１の上面１１に対して直交する向きにレーザ光を入射させてもよい。
【００７７】
　また、レーザ１０から測定試料１までの光路に、レンズやピンホールなどの光学部材を
設けてもよい。例えば、レーザ１０の光路に高分解能顕微赤外レンズを導入してもよい。
なお、高分解能顕微赤外レンズを用いることにより、測定試料１におけるマイクロスケー
ルでの熱ホール効果の検出が可能となる。
【００７８】
　また、上記の実施の形態においては、赤外線サーモグラフィ３０が測定試料１の上面１
１、すなわちレーザ１０によって測定試料１が加熱される側の面を測定することを説明し
たがこれに限定されない。例えば、測定試料１の下面１３、すなわちレーザ１０によって
測定試料１が加熱される側とは反対の面と対向する位置に赤外線サーモグラフィ３０を設
け、下面１３における熱分布を測定してもよい。
【００７９】
　また、上記の説明においては、測定試料１が多結晶の金属材料であることを説明したが
、固体の試料であれば結晶性や熱キャリアの種類は問わない。さらに説明をすると、測定
試料１における熱キャリアは、伝導電子のみならずフォノンやマグノンであってもよい。
例えば、測定試料１は、強磁性金属や、半導体、絶縁体などにより構成されてもよい。
【００８０】
　また、上記の説明においては、磁場の向きを切り替えながら、熱ホール効果の測定を行
うことを説明したが、磁場の向きを変化させることは必須ではない。すなわち、差分演算
をする前の温度分布から、熱ホール効果が生じた場合と生じない場合とにおける光照射領
域ＨＡの変化が検知できれば、磁場の向きを変化させなくともよい。この場合、磁場をか
けて赤外線サーモグラフィ３０によって温度分布を測定し、熱ホール効果を生じない場合
における光照射領域ＨＡの向きを基準としながら熱ホール効果に関する情報を算出しても
よい。
【００８１】
　また、上記の説明においては、磁石７により磁場を印加しているが、磁場の印加手段（
磁場印加部）は特に限定されない。例えば、磁石７が電磁石により代替されてもよい。
　また、磁石７により形成される磁場の向きがｚ方向に沿う向きであることを説明したが
、これに限定されない。例えば、測定試料１においてｚ方向に沿う向きに温度勾配が生じ
ていれば、磁場はｚ方向と交差する向きでも熱ホール効果が生じる。
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　また、測定試料１において、熱ホール効果が発生する大きさの磁場が形成されていれば
、磁石７を設けなくてもよい。例えば、測定試料１自身が自発磁化を形成すれば、外部磁
場がなくてもよい。さらに説明をすると、測定試料１が板面に垂直方向に磁化している構
成においては、磁石７を設けなくてもよい。なお、磁石７は、磁場に比例する正常熱ホー
ル効果を測定する場合に設けるとよい。
【００８３】
　なお、上記の説明においては、熱ホール効果に関する情報として、熱ホール効果による
温度振幅、位相、および温度分布や、熱ホール係数などを算出することを説明したが、熱
ホール効果の現象を表現可能であればこれらに限定されない。例えば、式（１）により単
位磁場強さにおける熱流歪曲の割合を算出してもよい。
【００８４】
　また、上記の説明においては、赤外線サーモグラフィ３０を用いた外線検知に基づくサ
ーモグラフィ法を用いることを説明したが、温度観測の手段はイメージングが可能であれ
ばこれに限定されない。例えば、光の反射率の温度依存性から温度計測を行うサーモリフ
レクタンス法を利用してもよい。
【００８５】
　なお、測定試料１は、試料の一例である。レーザ１０は、加熱部および光照射部の一例
である。光照射領域ＨＡは、領域の一例である。赤外線サーモグラフィ３０は、検知部お
よび温度検知部の一例である。熱ホール係数算出部５５は、取得部および係数算出部の一
例である。熱ホール効果計測装置１００は、熱ホール効果情報取得装置および熱ホール係
数計測装置の一例である。搭載板３１は、支持体の一例である。開口３５は、離間部の一
例である。磁石７は、磁場形成部の一例である。
【００８６】
　さて、上記では種々の実施形態および変形例を説明したが、これらの実施形態や変形例
同士を組み合わせて構成してももちろんよい。
　また、本開示は上記の実施形態に何ら限定されるものではなく、本開示の要旨を逸脱し
ない範囲で種々の形態で実施することができる。
【符号の説明】
【００８７】
１…試料、７…磁石、１０…レーザ、３０…赤外線サーモグラフィ、５０…コンピュータ
、５２…振幅分布算出部、５３…位相分布算出部、５４…温度分布算出部、５５…熱ホー
ル係数算出部、１００…熱ホール効果計測装置
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